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成人年齢に関する調査結果がある国・地域のうち
（187の国・地域）、成人年齢を18歳以下としてい
る国・地域の数は141であり約75パーセントに当
たります（平成20年8月5日時点）。また、経済協
力開発機構（OECD）の35の加盟国のうち、日本を
除く32の国が成人年齢を18歳と定めています。
各国の状況をみてみると、アメリカは州によって
異なりますが、1970年代に起こったベトナム戦争
を背景に、徴兵年齢に合わせ選挙権年齢と成人年
齢が21歳から18歳に引き下げられました。一方
で、シンガポールでは成人年齢は21歳ですが、21歳の誕生日にすぐに大人になるわけではないという考えのもと、ほ
とんどの権利制限がなくなる21歳に向けて徐々に権利や義務が増えていくよう定めています。台湾では、2023年1月
に日本と同様に成人年齢が20歳から18歳に引き下げられます。

国民年金への加入義務は20歳の
まま維持されます。大学などに通っ
ていたり、働いていても収入が少な
かったりして保険料を納めることが
難しい場合は、「学生納付特例制度」、
「納付猶予制度」が引き続き利用で
きます。

少年法の「少年」の定義は引き続き「20歳に満たない者」とされ
ていますが、18歳、19歳は「特定少年」とされます。少年時に犯
した罪は報道などが禁止されていますが、特定少年は一部解禁さ
れました。また、令和５年からは裁判員制度の裁判員にも選任さ
れるようになります。

性別変更（家庭裁判所へ
申請）や重複の国籍の選択
（法務局などへ申請）も18
歳から可能になりました。

以前までは男女間で心身の
発達に差異があることから婚
姻年齢に男女差が設けられて
いました。しかし、社会的・経
済的な成熟度の観点からは、男
女間に特段の違いはないと考
えられるため婚姻開始年齢の
差異は解消されました。

携帯電話を契約する、ア
パートを借りる、クレジットカー
ドを作る、ローンを組んで車
を購入するなど
ができるように
なりました。

子どもは成長の過程で外見が著し
く変化することから、5年期限のパス
ポートしか取得できません。しかし、18
歳以上で取得する場合、10年期限も
選択できるようになりました。

マイナンバーカードの有効期
限も同様に５回目の誕生日まで
とされていますが、令和4年4
月1日以降に取得した18歳以
上の方は10回目の誕生日まで
有効となりました。

普通自動車の免許などは変わらず
満18歳、中型免許は満20歳、大型
免許は満21歳以上でそれぞれ取得
できます。

成人式の時期については、法律上の
決まりはないため自治体ごとの判断と
なります。18歳の場合、受験や就職
に向けた進路選択の時期であるため、
本市を含め多くの自治体が20歳を対
象に実施します。

健康被害への懸念や非行防止の
観点などから、飲酒や喫煙、競馬の
馬券の購入なども従来の年齢を維持
することとされています。

成人年齢を20歳から18歳に引き
下げることを内容とする「民法の一部
を改正する法律」が平成30年（2018）
6月13日に成立し、今年4月1日から
施行されました。成人年齢が18歳に
なってから3カ月が経った今、成人年
齢の引き下げの背景や改正のポイント
を押さえつつ、今後どのようなことに
気を付ければよいのか改めて考えて
みましょう。

成人年齢の引き下げは18歳、19歳の若者の自己決定権を尊重するものです。できることが増えた一
方で、言動に今まで以上に責任が生じます。
ここでは、特に押さえておきたい事項を紹介します。

変わらないこと変わったこと

※「成年年齢」が民法上の表記ですが、ここでは
便宣上「成人年齢」を使用します。

成人年齢が18歳になって3カ月、変更点を 総復習 !
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世界の主流は18歳で成人 世界の成人年齢

広辞苑や国語辞典によると「成
年」とは、人が完全な行為能力を
有し、父母の親権に服さなくなる
とみなされる年齢とされていま
す。また「成人」とは成年に達した
人間とされています。
歴史は明治９年（1876）までさ

かのぼり、内閣制度成立以前の
明治政府では、国の重要な事柄
を最高官庁の太

だ

政
じょう

官
かん

で決めてい
ました。そこで交付された太政官
布告の第41号に「自今満二十年
ヲ以テ丁年ト相定候」という文言
があります。20歳で成人とする
規定は、その後民法でも制定さ
れ、現在まで約140年続いてい
ました。

日本の「成人20歳」
 規定のはじまりは?

どうして成人年齢が変わったの?

7月10日㈰は
参議院議員選挙
未来を創るのは
 あなたの1票です。

国民年金加入は20歳を継続

実名報道や裁判員制度参加

性別変更は18歳から

結婚は男女とも18歳以上

親の同意なく契約が可能

10年パスポートが取得可能

マイナンバーカードの更新も

普通自動車免許は18歳のまま

成人式は「二十歳を祝う会」

酒やたばこは20歳から

主な理由は「国際標準」と
「若い人の社会参加」

高校生だっ
て大人!

平成28年（2016）には、公職選挙法の選挙
権年齢や国民投票の投票権年齢が18歳に定
められ、18歳、19歳の若者にも国政の重要
な判断に参加してもらうための政策が進めら
れてきました。こうした中で、市民生活に関す
る基本法である民法でも18歳以上を大人と
して扱うのが適当であると考えられ、改正が
行われました。

次のページ
で

もっと詳し
く

成人年齢
引き下げ

で

高校生だっ
て大人!

高校生だっ
て大人!

投票に行こう!


